
別紙　「とくしま住生活未来創造計画（第３次徳島県住生活基本計画）」の進捗状況

現況値 時点 目標値 時点 県における主な取組／ＫＰＩ現状値 （国における主な取組／ＫＰＩ全国値） （市町村等における主な取組）

①耐震性を有しない住宅の耐震改修
等の促進

②耐震化に係る多様な支援策の展開

③「命を守る」住まい方の普及促進

④耐震化に係る相談体制の整備や技
術者の育成

⑤県産材の活用や工期・経済性に配
慮した耐震改修工法の普及促進

①老朽危険空き家・空き建築物の除却
の促進

②住宅対策総合支援センターを核とし
た市町村支援の加速

③適正管理の促進による老朽危険空
き家等の発生の抑制

④避難路や緊急輸送路の確保に係る
安全対策の促進

⑤公営住宅の活用等による地域の防
災力の向上

①「応急仮設住宅供給マニュアル」の
深化

②徳島の気候風土に根ざした「循環型
徳島モデル」の構築・推進

③民間住宅を含めた住宅供給体制の
構築

④被災建築物応急危険度判定の実施
体制の強化

耐震基準（昭和56年基準）が求める耐
震性を有する住宅ストックの比率

77% H25 100% R2 82%（平成30年） 87%（平成30年）

空家等対策計画を策定した市区町村
数

0
市町村

H27
24

市町村
R7 24市町村（令和２年度）　※進捗率 100% 1,208市町村（令和元年度）　※進捗率 69%

地震時等に著しく危険な密集市街地の
面積

約30ha H27
概ね
解消

R2 5.2ha（令和２年度）　※進捗率 80%
約4,450ha（平成27年度）
　→約2,220ha（令和2年度）　※進捗率 50%

老朽危険建築物の除却戸数（補助件
数累計）

294戸 H27 2,000戸 R7 1,678戸（令和２年度）　※進捗率 84%

視点１　災害に強
い住環境の構築

視点 基本的な施策・成果指標（ＫＰＩ）

（１）「命を守る」対
策の促進等

○「徳島県耐震改修促進計画」について、令和２年度から改定に着
手（令和３年度改定予定）

○住宅所有者等への改修費補助を実施
　・平成30年度に補助率・補助限度額を拡充
　　　【補助率】2/3→4/5
　　　【補助限度額】60万→110万 （感震ブレーカー分10万円含む）
　○令和２年度からは、耐震改修への動機付けとして、
　　IoT等を活用した「住まいのスマート化」への支援を併せて実施

○「耐震出前講座」や「パネル展」の開催、ＨＰや広報誌での補助制
度の周知など、普及啓発活動を実施

○「徳島県建築士会」や「徳島県建築士事務所協会」等の関係団体
と連携した「耐震相談所」の設置や、建築士や大工・工務店等を対象
とした「技術者養成講習会」など、消費者が安心して耐震改修等を行
うことができる環境を整備

○地方公共団体を対象に、「防災・安全交付
金」等による財政支援を実施

○県と連携して、住宅所有者等への改修費補
助や、戸別訪問等の普及啓発活動を実施

（２）「地域を守る」
対策の促進等

○空き家所有者等への除却費や空き家判定費用の補助を実施
　・老朽化の程度が一定の基準を満たし、
　　かつ地震時等に道路を閉塞するおそれのある空き家が対象

○「住宅対策総合支援センター（徳島県住宅供給公社）」において、
次の対策等を実施
　・老朽化の程度等を調べる「空き家判定士」の養成
　・ワンストップ型の「空き家相談窓口」を設置
　・「特定空家等対策マニュアル」を作成

○耐震診断義務付け建築物（大規模建築物、緊急輸送道路沿道建
築物 等）をはじめとする民間建築物について、所有者等への診断・
改修費補助を実施

○危険ブロック塀について、所有者等への除却・改修費補助を実施

○県営住宅の津波避難ビル指定について、平成28年度に１団地３棟
を追加で指定（合計で24団地96棟、収容人数は約１万７千人）

○地方公共団体を対象に、「防災・安全交付
金」等による財政支援を実施
（「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊
急対策」によるブロック塀対策支援を含む）

○「空家等対策の推進に関する特別措置法に
基づく、「空家等対策計画の策定」や「特定空
家等に対する勧告等の措置」を実施

○老朽危険空き家について、県と連携して、所
有者等への除却費や空き家判定費用の補助
を実施

○「住宅対策総合支援センター」と連携し、出
張専門相談会を開催

○緊急輸送道路沿いの建築物をはじめとする
民間建築物について、県と連携して、所有者
等への診断・改修費補助を実施

○危険ブロック塀について、県と連携して、所
有者等への除却・改修費補助を実施

（３）災害が発生し
た場合の住宅の
確保

○応急仮設住宅の建設に関し、「(一社)日本木造住宅産業協会」と
協定を締結（令和元年５月。県として３団体目）

○木材の備蓄や再利用にも配慮した「徳島県木造応急仮設住宅モ
デル（循環型徳島モデル）」を、平成28年度に設計。
　平成29年度には、実物による建設・解体の実証実験を実施

○民間賃貸住宅等を活用した「みなし仮設住宅」について、令和３年
度、「供給マニュアル」を整備するとともに、応急仮設住宅として利用
できる可能性がある物件の「事前リスト」の作成に着手

○地震で被災した建築物を応急的に調査する「応急危険度判定」に
ついて、「判定士」の養成に加え、令和２年度からは「判定コーディ
ネーター」の養成を開始（全市町村で最低１名は確保）
　また、全国協議会版を参考にした「徳島県版・判定マニュアル」を、
令和２年度に整備

○「徳島県建築士会」と連携し、被災時の初動対応や専門家とのネッ
トワーク構築に関する「市町村職員向け勉強会」を、平成29年度から
開催

○「応急危険度判定」に関し、平成28年の「熊
本地震」における「応急危険度判定」から得ら
れた知見を活かし、全国協議会で作成してい
る「判定マニュアル」を、平成30年に改訂

○「宅地建物取引業法施行規則」の一部改正
により、重要事項説明の対象項目として、「水
害ハザードマップにおける取引対象物件の所
在地の説明」が追加（令和２年８月施行）

○災害リスクの高い区域における住宅の立地
抑制を図るため、住宅の新築に対する補助金
の対象地域から「災害危険区域」を除外する
等の対応を実施（令和３年度予算）

＜建築・建設関係団体＞
○徳島県建築士会において、国による「住宅
ストック維持・向上促進事業」を活用し、平成29
年度から、被災時を含めた専門家による住宅
相談体制の構築・充実に取り組む

ＫＰＩ

指標値等 進捗状況（平成28年度〜令和３年度見込み）



現況値 時点 目標値 時点 県における主な取組／ＫＰＩ現状値 （国における主な取組／ＫＰＩ全国値） （市町村等における主な取組）

①戦略的な空き家等の利活用の促進

②移住・定住のための住まいや拠点づ
くりの促進

③住宅対策総合支援センターを核とし
た市町村等の支援の加速

①木造住宅の生産に関わる者の連携
等による木造住宅の建設や県産木材
利用の促進

②現代的な課題や新技術に対応でき
る技術者の育成

③公営住宅の整備等における県産木
材の利用の促進

①美しい街なみ等を活かしたまちづくり
の促進

②まちづくり方針等に則した住まいづく
り、まちづくりの促進

③既存住宅団地におけるまち・コミュニ
ティの維持・再生の促進

空き家判定士による利活用可能な空き
家の判定件数（２次調査累計）

－ H27 400件 R7 133件（令和２年度）　※進捗率 33%

福祉・交流等の拠点づくりに空き家等
を活用する市町村数（計画期間中）

－ H27
24

市町村
R7 16市町村（令和２年度）　※進捗率 67%

新築の木造住宅における認定長期優
良住宅の割合

13.2% H26 22% R7 19.3%（令和２年度）　※進捗率 69%

視点２　地方創生
の推進

ＫＰＩ

（１）空き家の利
活用等の促進

○空き家を「地域の交流拠点」や「移住者向け住宅」として活用する
市町村や住宅所有者等を対象に、改修費や空き家判定費用への補
助を実施

○「住宅対策総合支援センター（徳島県住宅供給公社）」において、
次の対策等を実施
　・老朽化の程度等を調べる「空き家判定士」の養成
　・市町村の「空き家バンク」等を通じた空き家の取引を支援する
　　「空き家コーディネーター」の養成
　・ワンストップ型の「空き家相談窓口」を設置
　・空き家活用のきっかけづくりとして「ＤＩＹワークショップ」を開催

○従来の役割を終えた「リタイアインフラ」である「印刷工場」をリノ
ベーションする「ａｗａ臨港プロジェクト」において、活用に向けたアイ
デアを募る「設計コンペ」を実施

○「全国版空き家・空き地バンク」について、平
成30年４月から運用を開始

○地方公共団体等を対象に、「空き家対策総
合支援事業」等による財政支援を実施（「先駆
的空き家対策モデル事業」等による、専門家
養成や相談体制の充実等への支援を含む）

○既存ストックの活用が進むよう、「建築基準
法」を改正し、用途変更に係る手続きや防火基
準を合理化（令和元年６月ほか施行）

○福祉・交流等の拠点づくりのために空き家・
空き建築物を活用

○民間の不動産情報サイトでの流通が困難な
空き家等の流通を支援するため、「空き家バン
ク」を運用

○神山町において、将来的に空き家になる可
能性がある住宅を事前登録し、空き家になっ
た際には町が活用を支援する「お家長生きプ
ロジェクト」を実施

○県と連携して、住宅所有者等への改修費補
助を実施

○「住宅対策総合支援センター」と連携し、出
張専門相談会を開催

（２）県産木材に
よる良質な木造
住宅の振興等

○川上から川下までの木造住宅に関係する民間団体等が参画する
「徳島県木造住宅推進協議会」を通じて、木造住宅建設の担い手と
なる大工技能者の育成、設計・施工業者等の木造に関する知識向
上への支援等を実施

○県営住宅「新浜町団地」建替事業において、令和元年６月に施行
された建築基準法の改正により可能となった「あらわしの木造４階建
て」による県営住宅を、全国に先駆けて実現する「ａｗａもくよんプロ
ジェクト」を実施（令和４年度に竣工予定）
　・設計事業者の選定にあたっては「設計コンペ」を実施
　・「とくしま木造建築学校」等において、県内外の設計・施工業者や
　　木材関係の事業者を対象に、プロジェクト内容を広く紹介

○「燃えしろ設計」による「あらわしの木造４階
建て」が可能となるよう、「建築基準法」を改正
（令和元年６月施行）

○「木造住宅・都市木造建築物における生産
体制整備事業」等により、大工技能者の育成
に取り組む団体等への財政支援や、中高層建
築物の木造化に取り組む設計者の技術力向
上への支援を実施

○「地域型住宅グリーン化事業」等により、地
域の中小工務店による省エネ性能等に優れた
木造住宅の供給や、先導的な木造建築物の
整備への財政支援を実施

○阿南市において、木造の公営住宅（春日野
団地）、地域優良賃貸住宅（伊島団地）を整備

＜建築・建設関係団体＞
○国による「大工技能者等の担い手確保・育
成事業」を活用し、若手を中心とした大工技能
者の育成に取り組む（フレッセ：平成29年度
～、徳島県木の家地域協議会：令和２年度～）

○建築関係４団体（徳島県建築士会、徳島県
建築士事務所協会、日本建築家協会徳島地
域会、日本建築学会徳島支所）において、木
造住宅や木造建築を担う建築技術者の育成
等に取り組む「とくしま木造建築学校」を開講
（平成28年度～）

（３）美しい街なみ
や良好な居住環
境の形成促進

○平成29年度に、地方創生部局と連携して「徳島県『古民家、蔵等
地域に残る歴史的資源を活用した地方創生』推進協議会」を設置し、
県内市町村が古民家等を活用したまちづくりい取り組む際の参考に
してもらうため、「古民家等を活用したまちづくりガイドブック」を作成

○徳島県住宅供給公社と連携して、国の「先駆的空き家対策モデル
事業」を活用し、公社が過去に分譲した戸建て住宅団地（竜王団地）
において、モデル的に「現状把握」や「空き家流通促進に向けた支援
策の検討」等を実施

○地方公共団体や民間事業者等の関係者が
調査・意見交換等を行う「住宅団地再生連絡
会議」を、平成29年１月に設立

○地方公共団体等を対象に、「住宅市街地総
合整備事業（住宅団地ストック活用型）」等によ
り、地域のまちづくり活動や、既存ストックを活
用した施設整備等への財政支援を実施

○三好市において、「街なみ環境整備事業」等
を活用し、歴史的風致の維持向上に取り組む

○牟岐町「出羽島」における漁村集落の町並
みについて、平成29年２月、国の「重要伝統的
建造物群保存地区」に選定

視点 基本的な施策・成果指標（ＫＰＩ）
指標値等 進捗状況（平成28年度〜令和３年度見込み）



現況値 時点 目標値 時点 県における主な取組／ＫＰＩ現状値 （国における主な取組／ＫＰＩ全国値） （市町村等における主な取組）

①住宅対策総合支援センターを核とし
た地域のまちづくりと調和した高齢者
向け住宅の供給促進等

②高齢者等にやさしい住環境の整備

③高齢者等に対応した公営住宅等の
供給等の推進

④家族や地域コミュニティ等による生
活支援を円滑にするための施策の推
進

①子育て世帯等に適した民間住宅の
供給促進

②公営住宅団地等を活用した地域の
生活支援・多世代交流機能の充実

③地域優良賃貸住宅の供給等による
居住水準の向上

④防犯に配慮した住まいや住環境の
形成

①住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅
への円滑入居の促進等

②「公営住宅等長寿命化計画」に基づ
く公営住宅等ストックの適切な維持更
新等

高齢者人口に対する高齢者向け住宅
の割合

2.2% H26 4% R7 2.6%（令和２年度）　※進捗率 22% 2.1%（平成26年）→2.5%（平成30年）

高齢者居住安定確保計画を策定した
市町村数

－ H27
24（12）
市町村

R7（R2）
0市町村（令和２年度）
 ※ 県版の「高齢者居住安定確保計画」を策定（平成30年3月）

高齢者の居住する住宅の一定のバリ
アフリー化率

39% H25 75% R7 40%（平成30年）　※進捗率 3.0% 41%（平成25年）→42%（平成30年）

子育て世帯（18歳未満が含まれる世
帯）における誘導居住面積水準達成率

51% H25 60% R7 51%（平成30年）　※進捗率 -4.2% 42%（平成25年）→42%（平成30年）

最低居住面積水準未満率 2.7% H25 解消 R7 2.6%（平成30年）　※進捗率 3.8% 4.2%（平成25年）→4.0%（平成30年）

視点３　安心して
暮らせる住生活
の実現

（３）住宅の確保
に特に配慮を要
する者の居住の
安定確保

○「住宅セーフティネット法」に基づく「都道府県賃貸住宅供給促進計
画」として、「徳島県あんしん居住推進計画」を、平成30年３月に策定

○低額所得者等の「住宅確保要配慮者」を受け入れる民間賃貸住宅
である「セーフティネット住宅」の登録について、不動産業者等に働き
かけ

○新型コロナウイルス感染症の影響により、収入が著しく減少した者
の居住の安定確保ため、「セーフティネット住宅」の入居者を対象とし
た家賃の減額を支援する制度を創設（令和２年度４月補正予算）

○「公営住宅長寿命化計画」に基づき、県営住宅の「建替事業（ａｗａ
もくよんプロジェクト）」や、屋上・外壁改修、設備の耐震性向上といっ
た「ストック総合改善事業」を実施

○県営住宅「新浜町団地」建替事業（ａｗａもくよんプロジェクト）にお
いて、民間事業者の様々なノウハウや技術の活用を行う「ＰＦＩ手法」
を導入

○「住宅セーフティネット法」を改正し、低額所
得者等の「住宅確保要配慮者」を受け入れる
民間賃貸住宅である「セーフティネット住宅」の
登録制度を創設（平成29年10月施行）

○「居住支援協議会」や「居住支援法人」、
セーフティネット住宅の改修に取り組む賃貸住
宅の所有者を対象に、財政支援を実施

○一定の要件を満たす「家賃債務保証業者」
の登録制度を、平成29年10月に創設

○公営住宅の供給や、セーフティネット住宅の
供給促進に取り組む地方公共団体を対象に、
「社会資本整備総合交付金」等による財政支
援を実施

○全市町村（住宅・福祉部局等）が「徳島県居
住支援協議会」に参加

○「公営住宅等長寿命化計画」に基づき、公営
住宅・改良住宅ストックの維持・更新を実施（徳
島市、小松島市、阿南市、阿波市、三好市に
おいては、平成28年度～令和２年度の間に、
公営住宅の建替事業を実施）

ＫＰＩ

視点 基本的な施策・成果指標（ＫＰＩ）

（１）高齢者等が
自立して暮らすこ
とができる住生活
の実現

○「高齢者住まい法」に基づく「都道府県高齢者居住安定確保計画」
として、「徳島県あんしん居住推進計画」を、平成30年３月に策定

○バリアフリー化された住宅と生活支援サービスを組み合わせた
「サービス付き高齢者向け住宅」について、福祉部局と連携し、立入
検査等により適正な運営について指導・監督

○住宅所有者等向けの「Society5.0対応型耐震リフォーム支援事業」
において、耐震改修と併せて行う「高齢化対応リフォーム」についても
支援

○県営住宅「新浜町団地」建替事業（ａｗａもくよんプロジェクト）にお
いて、旧住棟の跡地等を活用し、高齢社会に対応した福祉機能等を
備えた周辺施設整備を予定

○公営住宅入居者の募集に際し、高齢者や障がい者世帯を対象と
した優先入居枠の設定や、収入・連帯保証人に係る入居要件の緩和
を実施

○「高齢期の健康で快適な暮らしのための住
宅改修ガイドライン」について、平成31年３月
に公表

○福祉事業者等を対象に、「サービス付き高
齢者向け住宅」の整備への財政支援や税制優
遇を実施

○民間向けの「長期優良住宅化リフォーム推
進事業」等の補助事業において、補助額の加
算当により、「三世代同居」や「近居」を誘導

○地方公共団体等を対象に、公営住宅等の
改修等と併せた高齢者福祉施設等の整備に
ついて、「社会資本整備総合交付金」等による
財政支援を実施

○美馬市、三好市、海陽町において、「生涯活
躍のまち」の形成に取り組む（三好市において
は、「生涯活躍のまち形成事業計画（平成30年
12月）」で、サービス付き高齢者向け住宅の入
居者の年齢要件を緩和）

（２）子育て世帯
等が安心して暮
らせる住生活の
実現

○県営住宅「新浜町団地」建替事業（ａｗａもくよんプロジェクト）にお
いて、旧住棟の跡地等を活用し、若年世代が居住し続けるための機
能等を備えた周辺施設整備を予定

○公営住宅入居者の募集に際し、ひとり親世帯や多子世帯を対象と
した優先入居枠の設定や、収入・連帯保証人に係る入居要件の緩和
を実施

○住宅関連団体が集まる会議等の機会に、住宅関連事業者を対象
として、「徳島県安全で安心なまちづくり条例」に基づく「犯罪の防止
に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針」を周知

○「子育てに配慮した住宅と居住環境に関す
るガイドライン（案）」について、平成30年12月
に公表

○住宅金融支援機構による「フラット35子育て
支援型」の実施や、民間向けの「長期優良住
宅化リフォーム推進事業」等の補助事業にお
ける補助額の加算等により、「近居・同居」を誘
導

○地方公共団体等を対象に、公営住宅等の
改修等と併せた子育て支援施設等の整備に
ついて、「社会資本整備総合交付金」等による
財政支援を実施

○「人生100年時代を支える住まい環境整備モ
デル事業」による補助対象に、「子育て世帯向
け住宅の整備」を追加（令和３年度予算）

○阿南市における「新婚世帯等向けの地域優
良賃貸住宅（伊島団地）」の整備や、神山町に
おける「子育て・働き盛り世代等向けの賃貸住
宅（大埜地の集合住宅」）の整備など、子育て
世帯等向けの住宅対策を実施

○「フラット35子育て支援型」の活用について、
７市町村で住宅金融支援機構と協定を締結
（令和２年９月現在）

進捗状況（平成28年度〜令和３年度見込み）指標値等



現況値 時点 目標値 時点 県における主な取組／ＫＰＩ現状値 （国における主な取組／ＫＰＩ全国値） （市町村等における主な取組）

①リフォームの促進による既存住宅ス
トックの質の向上の加速

②適切な点検や修繕の実施による住
宅の長寿命化の促進

①インスペクション等の活用による消
費者への情報提供の促進

②資産として継承できる良質な住宅の
供給促進

③良質な住宅を建設等する際の負担
軽減施策の周知

①住宅ストックの省エネルギー性能の
向上の加速

②再生可能エネルギーの導入等によ
る環境負荷の低減

③徳島県における気候風土適応住宅
に係る指針策定

既存住宅の流通シェア 8.9% H25 20% R7 13.1%（平成30年）　※進捗率38%
※　国ＫＰＩ：既存住宅流通の市場規模
　3.6兆円（平成25年）→4.5兆円（平成30年）

リフォーム実施戸数の住宅ストック戸
数に対する割合

4.3% H25 8% R7 4.2%（平成30年）　※進捗率-3.5%
※　国ＫＰＩ：リフォームの市場規模
　7.1兆円（平成25年）→7.1兆円（平成30年）

視点４　ストック活
用型市場への転
換の加速

（２）既存住宅の
価値を高める制
度の普及

○「空き家判定士」がインスペクションを行った空き家について、県が
設置し、「住宅対策総合支援センター」が管理する「空き家バンク」に
掲載し、活用希望者に向けて情報提供

○「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、省エネ性
能や耐久性に優れた「長期優良住宅」の認定事務を実施

○「徳島県木造住宅推進協議会」のネットワークを活用し、国の補助
事業等の情報について、県内の住宅関連事業者に周知

○既存住宅の取引を媒介する際に、宅建業者
が、「建物状況調査（インスペクション）」につい
て情報提供を行うよう、「宅地建物取引業法」
を改正（平成30年４月施行）

○インスペクションを行う技術者である「既存
住宅状況調査技術者」を養成する講習団体の
登録制度を、平成29年２月に創設

○インスペクションの実施など、一定の要件を
満たす既存住宅と取り扱う団体を登録する「安
心Ｒ住宅」制度を、平成29年12月に創設（「住
宅ストック維持・向上促進事業」により安心Ｒ住
宅の流通を支援）

（３）環境負荷に
配慮した住生活
の促進等

○「建築物省エネ法」に基づき、一定規模以上の建築物について、省
エネ基準への適合状況の審査を実施

○省エネ基準への適合に関し、伝統的構法の住宅などの「気候風土
適応住宅」に係る特例措置について、平成30年度から「特定措置の
必要性の検討」や「特例措置の対象となりうる住宅仕様の調査」等を
実施

○「建築物省エネ法」の改正により、省エネ基
準への適合や届出義務の対象となる建築物
の範囲を拡大
　併せて、伝統的構法の建築物等の承継のた
め、省エネ基準への適合を求めない「気候風
土適応住宅」の認定に係るガイドラインを公表
（平成28年３月）

○民間事業者等を対象に、「地域型住宅グ
リーン化事業」等により、省エネ性能や耐久性
に優れた住宅の新築等への財政支援を実施

○省エネ性能に優れた住宅の新築や、一定の
要件を満たす既存住宅の購入者を対象に、商
品や追加工事と交換できるポイントを発行する
「グリーン住宅ポイント制度」を、令和２年度第
３次補正予算で創設

＜建築・建設関係団体＞
○徳島県木造住宅生産体制強化推進協議会
（事務局：フレッセ）において、国による「住宅建
築技術高度化・展開推進事業」等を活用し、省
エネ住宅の設計・施工に関する講習会を実施

ＫＰＩ

視点 基本的な施策・成果指標（ＫＰＩ）

（１）リフォーム等
の促進による住
宅ストックの質の
向上

○耐震改修や空き家リノベーションを中心に、「Society5.0対応型耐
震リフォーム支援事業」等による財政支援を実施

○「(一社)住宅リフォーム推進協議会」等との連携により、事業者向
けのリフォームセミナーを実施

○分譲マンションの管理の適正化に資するため、「徳島県宅地建物
取引業協会」と連携し、令和２年度から「マンション実態調査」を実施

○一定の要件を満たす「住宅リフォーム事業
者団体」の登録制度を運用

○民間事業者等を対象に、「長期優良住宅化
リフォーム推進事業」等により、省エネ性能や
耐久性向上に資する住宅改修等への財政支
援を実施

○分譲マンションの管理の適正化を推進する
ため、「マンションの管理の適正化の推進に関
する法律」を改正し、「管理計画認定制度」等
を創設（令和２年６月公布。２年以内施行）
（「マンション管理適正化・再生推進事業」によ
り、実態調査等の取組を支援）

＜建築・建設関係団体＞
○徳島県宅地建物取引業協会において、国に
よる「マンション管理適正化・再生推進事業」を
活用し、県と連携して、令和２年度から「マン
ション実態調査」を実施

指標値等 進捗状況（平成28年度〜令和３年度見込み）



現況値 時点 目標値 時点 県における主な取組／ＫＰＩ現状値 （国における主な取組／ＫＰＩ全国値） （市町村等における主な取組）

①大工技能者等の確保や伝統的な技
能を継承する場の創出

②民間事業者が住宅政策の担い手と
して活躍する仕組みの構築

③外部の専門家等と地域住民等との
協働の促進

④住宅ストックビジネス等の活性化の
推進

①リフォーム等に係る相談体制の整備
等の推進

②消費者が必要な情報に容易にアク
セスできるよう、わかりやすい広報・情
報提供を推進

①次代を担う若年者に向けた「住育」
の推進

②経済活動を行う層に向けた「住育」
の推進

③消費者等に施策イメージを持っても
らうための取組の推進

④林業関係者と連携した「木育」の推
進

ＫＰＩ
既存住宅流通量に占める既存住宅売
買瑕疵担保保険に加入した住宅の割
合

3.6% H26 20% R7 11.3%（令和元年）　※進捗率 47% 5%（平成26年）→12%（平成30年）

（３）県民の理解・
協力の基礎とな
る住育等の推進

○「徳島県木造住宅推進協議会」や会員団体と連携して、「ゆとりあ
る住生活フェア」の開催や、職業体験イベントへの出展により、来場
する子どもたちに大工仕事を体験してもらう等の活動を実施（農林部
局や「木づかい県民会議」参加団体等が実施する「木育」活動とも連
携）

○「徳島県建築士事務所協会」等と連携して、県内の高校において
出前講座を行い、設計事務所や大工・工務店の仕事について紹介

○「(一社)住宅リフォーム推進協議会」等との連携により、住宅リ
フォームを検討している消費者向けのリフォームセミナーを実施

○「フレッセ」の協力による徳島県庁「すだちくんテラス」での耐震シェ
ルターの実物展示や、コンペにおける動画を活用した事業ＰＲなど、
よりイメージが膨らむ普及啓発を実施

○賃貸住宅の管理業者（サブリース業者を含
む）の登録制度である「賃貸住宅管理業者登
録制度」について、「賃貸住宅の管理業務等の
適正化に関する法律」により法制化（令和２年
６月公布。１年以内施行）

○徳島市等において、徳島県建築士会等とも
連携しながら、子ども向けのまちづくりセミナー
等を実施

視点５　住宅政策
を支える市場環
境の整備

視点 基本的な施策・成果指標（ＫＰＩ）

（１）住生活産業
を支える人材の
育成

○川上から川下までの木造住宅に関係する民間団体等が参画する
「徳島県木造住宅推進協議会」を通じて、木造住宅建設の担い手と
なる大工技能者の育成を実施【再掲】

○「空き家判定士」や「空き家コーディネーター」、「耐震診断員」な
ど、各種支援事業の実施や普及啓発にあたり、所要の知識・能力を
持った民間技術者に施策の担い手となってもらう仕組みを導入

○「木造住宅・都市木造建築物における生産
体制整備事業」等により、大工技能者の育成
に取り組む団体等への財政支援や、中高層建
築物の木造化に取り組む設計者の技術力向
上への支援を実施【再掲】

○民間事業者等を対象に、「サステナブル建
築物等先導事業（次世代住宅型）」等により、Ｉ
ｏＴ技術等を活用した住宅の実用化に向けた
取組への支援を実施

○建築物の「３次元の形状情報」と使用材料等
の「属性情報」を併せ持つ建築情報モデルで
ある「ＢＩＭ」の推進を図るため、「建築ＢＩＭ推
進会議」を、令和元年６月に設置

○徳島市において、「徳島市住生活基本計画」
を改定（平成30年３月）

＜建築・建設関係団体＞
○徳島県建築士会と県との間で、「地域の安
全・安心の向上」や「地方創生の推進」等に関
する「包括連携協定」を、平成30年５月に締結

○国による「大工技能者等の担い手確保・育
成事業」を活用し、若手を中心とした大工技能
者の育成に取り組む（フレッセ：H29～、徳島県
木の家地域協議会：R2～）【再掲】

（２）安心して住宅
を取得等できる
市場環境の整備

○耐震化や空き家利活用を中心に、事業者団体とも連携しながら、
消費者向け相談窓口の設置や、イベントにおける出張相談会を実施

○「(一社)住宅リフォーム推進協議会」等との連携により、市町村や
消費生活センターの職員のスキルアップに資する「窓口相談者向け
セミナー」を実施

○これから住宅を所得する消費者向けに、家づくりに関する「スケ
ジュール」や「費用」、「手続」等の基礎知識について、わかりやすくま
とめた「とくしま住まいづくりガイドブック」を作成（令和２年１月）

○民間事業者等を対象に、「住宅ストック維
持・向上促進事業」により、消費者向けの相談
体制の構築・充実に向けた取組への財政支援
を実施

＜建築・建設関係団体＞
○徳島県建築士会において、国による「住宅
ストック維持・向上促進事業」を活用し、平成29
年度から、被災時を含めた専門家による住宅
相談体制の構築・充実に取り組む【再掲】

指標値等 進捗状況（平成28年度〜令和３年度見込み）


